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【はじめに】
(1)新しい地域保健のあり方が法定化
平成6年6月 ｢地域保健対策強化のための関係法律の
整備に関する法律｣として,保健所法の改正と併せて,
母子保健法の改正も行われた｡文字どおり日本の新しい
地域保健のあり方が法定化されたことになる｡
昭和22年に保健所法の大改正が行われて以来,地域保
健行政は,国 (厚生省)一都道府県 (衛生主管部局)一府
県型保健所一市町村という一貫した体系が確立されてお
り,保健所は文字通り公衆衛生の第-線機関と位置づけ
られている｡さらに,大都市域では,国(厚生省)一市(衛
生主管部局)一政令市型保健所という保健所政令市制度
も同時に確立している｡しかし,疾病構造の変化,人口
構造の変化,社会資源の充足度とともに,徐々に従来の
体系内で財政の主体やサービス供給の主体が,国から都
道府県,都道府県から市町村へとシフトしている｡これ
は,地方分権の立場からすれば望ましい方向性だが,定
数条例に加えて,地方税制を含む財政面での権限委譲は
遅れているので,行政改革,あるいは,いわゆるリスト
ラに利用されているのが現状であろう｡
母子保健は,地域保健行政の中で最も早くから権限委
譲が進んでいた｡戦後保健所を中心に行われてきた母子
保健は,昭和52年の1歳6カ月児健診実施以来,市町村
事業として徐々に定着している｡今回の法改正により,
母子保健サービスは基本的には市町村を中心に行われる
ことになり,保健所は市町村の技術的援助をする機関と
なることが期待されている｡
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(2)法改正の背景として社会保障制度の再構築
地域保健法として法改正の背景として重要なことは,
戦後の縦割り行政の中で,個別に進められてきた保健 ･
医療 ･福祉 ･年金などの社会保障制度を,21世紀の少子
高齢社会に向けて長期的安定と効率化を図るために構造
改革する必要があったことである｡
平成7年7月,社会保障制度審議会は ｢社会保障制度
の再構築～安心して暮らせる21世紀の社会を目指して｣
と題する勧告を行った｡この中で触れているように,こ
れから迎える少子 ･高齢社会に相応しい社会保障制度は,
経済成長を担保し,地方分権を推進し,行財政改革を進
めながら,国民全体が健やかな生活をおくることができ,
介護の不安もなく,子ども,女性,障害者にも配慮した
社会づくりを目指したものということになる｡
この中で21世紀の社会に向けた改革の具体策の一つと
して,｢子供が健やかに育ち,女性が働きやすい環境づく
りのために｣という項を割いている｡これからの母子保
健施策もこの流れに沿うものとなろう｡
(3)これからの母子保健の視点
わが国の母子保健施策は,行政 (都道府県,政令市)
が中心になりトップダウンで進められてきたといえる｡
現在,少子 ･高齢社会の中で,女性の社会進出と子育て
の両立の必要性,育児そのものの心理的･肉体的負担の
増加,子育て世代には悪い住宅事情といった,子育ての
コスト増大に対して,総合的な子育て支援策 (エンジェ
ルプラン)が進行中である｡
しかし,日本は,特定の患者会や被害者団体を除くと,
一般市民のニーズやデマンドが世論となり行政を動かす
というボトムアップの方法論は,まだ一般的ではない｡
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一方で,これからの母子保健が抱えているものとして,
単に安全に出産ができる,健康な子どもに育てるという
だけでなく,リプロダクティプ･ライツやどのような子
どもに育てたいかという多様な価値観に対する施策とい
う,今までにない難しさがある｡従って,今まで以上に
ボトムアップの方法論が必要になる｡
地域保健法の改正を受けて,本論文では,これからの
母子保健の基本的理念だけでなく,その実現に向けて具
体的な方法論まで言及したい｡そのためには,まず日本
の公衆衛生の歴史を知ることは不可欠であり,特に,そ
の時代ごとの母子保健に関する課題解決の方法論を再検
討しながら述べていきたい｡なお,付表の公衆衛生小史
を随時参照されたい｡
【わが国の公衆衛生 ･社会保障制度の歴史】
わが国の公衆衛生の歴史は,健康の保持増進を脅かす
疾病対策の歴史であり,国民の生活水準を保障するため
の社会保障政策論の歴史でもある｡また,その歴史は,
日本経済の発展段階や社会的出来事に対応して,いくつ
かの特色ある時代区分を形作っている｡その時代区分に
そって歴史を遡ってみる｡
(1)明治初期から日露戦争頃まで
この時代は,急性感染症の流行時代であり,多産多死
から多産少死時代への移行の時代であるといえる｡日本
における体系だった公衆衛生活動は明治時代七ともに始
まった｡様々な西洋文明を輸入したが,医学領域では,
ドイツ医学を採用した｡ドイツ医学は実験室的研究を重
視し,その影響は戦後まで続いた｡ペストや赤痢の原因
が細菌であることがようやく分かった時代である｡種痘
として免疫現象が感染症予防に応用されようとしていた｡
文明の輸入とともに,コレラや痘痕など悪質な伝染病の
流行が繰り返され,衛生行政の重点はこれらの伝染病予
防に置かれた｡
明治7年に,わが国最初の衛生法規となる ｢医制｣が
発布された｡明治8年,文部省から内務省へ衛生局が移
管され,明治10年には伝染病予防法が制定された｡当時
の衛生行政のあり方は取り締まり的傾向が強く,例えば
地方行政では警察部に衛生部局が置かれており,これは
第2次世界大戦まで続いた｡明治30年の水道法,33年の
汚物掃除法,下水道法は,環境衛生状態の改善を目的と
して,抗生物質がまだ発見されていない時代では腸管系
伝染病の予防に有効であった｡この時代は,一般国民の
衛生状態も良くないので,母子保健対策だけを取り上げ
て施策として実施されるのことには,まだ無理であった｡
(2)戦前 (明治,大正,昭和10年代まで)
急性感染症に対する一定の効果を上げてきて,すでに
慢性感染症対策の時代に入り,多産少死時代,人口急増
期であった｡また,欧米に遅れて工業化を進めてきたが,
ようやく日本型肇本主義が完成した時期でもある｡
一方で,今日のように政府が経済に介入することなく,
経済不況はもろに国民生活を困窮させ,国民の健康状態
を悪化させた｡特に,第1次世界大戦後の経済不況は悲
惨であり,恐慌,米騒動,関東大震災,インフルエンザ
の流行はそれに追い打ちをかけた｡結核が死因の第1位
になり,肺炎 ･気管支葵,胃腸炎で死亡するものも多か
った｡その影響を一番受けたのが子どもである｡小児の
結核死亡,乳児死亡率は上昇し,栄養失調,肺炎,下痢,
疫痢などの羅患死亡も増加した｡乳児死亡率は,明治の
終わり頃より増加し始めたが,大正7年には,ついに,
出生 1000対188.6と最高を記録した｡しかし,その後は
様々な施策が効果を上げて乳児死亡率は減少し,昭和15
年には1000対90となり,初めて 100を切る｡
この当時の子どもの健康課題は,乳児死亡,栄養失調,
急性及び慢性感染症 (肺炎,腸炎,結核等),小児･成人
の体位の低下であった｡その対策として,大正5年に内
務省に保健衛生調査会が設置され,母子衛生,農村衛生
などに関する全国的な実態調査を行い,乳幼児死亡率の
高い原因は貧困と無知であるという立場から,乳幼児の
保護事業,育児衛生知識の啓発運動,生活改善運動が始
められた｡大正10年には内務省主催の児童衛生展覧会を
開催し,一般の啓発に大きな成果を収めて,愛国婦人会
により全国15カ所に順次,児童健康相談所が設置されて
いった｡また,妊産婦や児童衛生に関する講習会や育児
パンフレットの刊行が行われた｡大正15年には乳幼児死
亡率の低減対策として,小児保健所の設置案が提出され
たが,昭和に入り大阪,名古屋,東京で設置されたにす
ぎなかった｡小児保健所では,小児 ･妊産婦の健診,育
児指導,栄養指導,訪問持導を行った｡現在の乳幼児保
健事業の原型は,大正時代 (1920年代)のこれらの動き
に求められる｡大阪では,大正9年に日本児童協会が設
立され,昭和初期には官民の協力の下に,大阪乳幼児保
護協会が設立された｡行政当局に問題意識の高い人を得
て,民間に有力で熱心な推進者がいたことが成功の鍵を
握ったといわれている｡一方,東京では,大正12年,東
京市と聖路加国際病院とが共同で東京市児童相談所を設
立して,翌年乳児院,乳幼児健康相談所を始めた｡昭和
8年には小児保健研究会が発会し,小児科医の間でも保
健予防の重要性が認識され始めた｡
戦前の社会保障制度は ｢家制度｣に大きく依存してい
たといえる｡当時の標準的な家族形態は三世代家族で,
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｢家制度｣に象徴される家長とその跡取り,嫁と姑,そ
れに未婚の子どもたちで構成され,女性や跡取り以外の
子どもの地位は低かった｡この ｢家制度｣は社会規範と
しての役割を持ち,個人の価値観や倫理観に大きな影響
を及ぼした｡そして,家族一親族一地域社会という一つ
の共同体的社会システムを形成していた｡戦前の社会保
障制度は,家族一親族一地域社会システムから落ちこぼ
れた者を例外的に救済する慈善的,恩恵的な制度であり,
その役割は非常に消極的なものであった｡近代国家とし
ての救貧制度は,明治7年の血救規則に始まり,昭和初
期の大恐慌と東北 ･北海道の大飢笹を経て,昭和4年に
現在の生活保護法の前身である救護法となり,社会事業
としての救貧制度が確立した｡また,大正11年には都市
労働者を対象に健康保険法が制定された｡昭和13年には
社会事業法(サービスの給付体系を定める),国民健康保
険法,昭和17年には,現在の厚生年金の前身であろ労働
者年金が創設され,社会保険システムが整備された｡こ
のように,戦後の社会保障体系の原点となる仕組みは,
不十分ながら戦前にすでに出来上がっていたといえる｡
(3)日中戦争,太平洋戦争から第二次大戦の敗戦まで
日本は綿製品を中心とする軽工業で資本主義を確立し,
その市場を求めて軍事力を背景に満州,中国,東南アジ
アに進出することになった｡昭和6年の満州事変以後は,
軍需産業を中心としながら重工業が急激に肥大化し,昭
和恐慌から急速に回復していった｡つまり,国家予算の
多くを軍事費に投入し,軍需景気を作り上げることでア
ジア各地に侵略し,市場を広げるという景気復興策が採
られた｡民政に移管して戦後の経済発展の基礎は,この
時期に確立されたともいわれている｡
昭和10年ごろより,伝染病の多発,乳幼児の栄養失調
の増加,下痢 ･肺炎による乳児死亡率の増加,出生時体
重の低下,乳幼児 ･学童の体位の低下が見られた｡軍需
工場などへの労働人口集中も結核の蔓延をもたらした｡
しかし,乳児死亡率そのものは,多少の変動はあるもの
の減少傾向にあった｡
昭和12年に保健所法が制定され,昭和19年までには全
国 770カ所の保健所網が完成され,母子保健業務もここ
に整理統合された｡注意しなければならないのは,この
保健所の基本的機能は,衛生教育,母子衛生相談所,結
核診療所であり,戦後に生まれ変わった保健所機能とは
異なることである｡昭和13年,厚生省,国立公衆衛生院
が設置された｡これによりわが国の現在の公衆衛生行政
の基盤が固まった｡昭和15年には国民体力法が制定され,
乳幼児の健康診査や保健指導を全国的に実施し,健兵養
成をめざす人口政策の一翼を担うことになった｡同17年
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には国民保健指導方策要綱により妊産婦手帳が創設され,
乳幼児から妊産婦まで保健指導が拡大した｡
(4)戦後復興期 (昭和20年代)
敗戦による数百万人といわれる海外からの復貞兵や引
揚者,､出国する外国人による人口移動等で甚だしい混乱
状態であった｡その中で国民生活は,極度の貧困,大量
の失業者,食料や住宅の不足,都市の衛生設備が破壊さ
れ衛生状態の極度の悪化という状態であった｡
衛生状態の悪いところで発生した天然痘や発疹チフス,
腸チフス,赤痢などの急性伝染病が,瞬く間に日本中に
広がった｡当時,食料の買い出し,復貞兵 ･引揚者で人
口の移動が著しく増加していたことも流行を助長した｡
このような急性伝染病に対して,検疫の強化,全国的な
予防接噂の実施,徹底的な環境整備等の対策が取られた｡
衛生知識の普及のために公衆衛生列車が全国を駆けめぐ
った｡.天然痘に対する種痘の実施,シラミに潜むリケッ
チアにより躍る発疹チフスに対するDDTの散布,ハエ･
蚊 ･ネズミの駆除等が行われた結果,流行そのものは次
第に抑えられていった｡
食料 ･栄養問題も重要であり,食料は日本政府の備蓄
分の他に,ガリオア資金 (占領地域救済政府資金)や国
連食料農業機構 (FÅo)を通じて配給された｡しかし,
実際には大した餓死者も出していない ｡当時の栄養所要
量の半分は,いわゆる ｢ヤミ｣で調達された配給以外の
食料でまかなわれていた｡また,戦前の日本では栄養摂
取は穀類が中心であったため,蛋白貰,カルシウム,ビ
タミンが不足していた｡このために,慢性的な質的栄養
失調状態にあり,異常に高い脚気と結核の羅患率と国民
の体位と体力の低下を来していたと･いえる｡このことは
昭和21年より毎年実施されている国民栄養調査で明らか
になっている｡このような質的栄養状態が悪い中,栄養
改善の全国規模のキャンペーンが行われた｡児童の体位
の低下も深刻であり,全国的に学校給食プログラムが開
始され,脱脂粉乳による蛋白摂取の強化等が行われた｡
この施策は,栄養摂取パターンの改善により世代ごとの
平均身長は高く体力も向上して,健康状態も良くなると
いうアメリカでの経験によるといわれている｡国家的規
模で国民に大きな変革をもたらすような行政施策のプロ
グラムを開始するに当たって重要な点は,子どもから着
手しなければならないということである｡21世紀を迎え,
様々な施策が実施されているわが国でも,もう一度よく
噛みしめなければならない教訓であろう｡
これらの保健衛生に関する多くの対策が,昭和22年に
保健所法改正により,第-線の公衆衛生機関として位置
づけられた保健所で行われた｡これは連合軍事総司令部
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(GHQ)の強力な援助指導があってはじめて行われた
といえる｡昭和27年,GHQか廃止され,アメリカの占
領政策が見直されるに及んで,保健所の役割も変化した｡
戦後の衛生行政システムを理解する上で,保健所制度
というものをよく知る必要がある｡前述したように,戟
後の保健所制度は戦前のものを基礎にしながらも,全く
新しい機能を付与したものである｡政府の行政組織の一
部として保健福祉関係法を実施する機関であり,しかも
公衆衛生の方法論に基づいて,基本的なサービスを提供
する機関でもある｡ここで注意すべき点は,衛生法規を
実施するために当時の市町村ない'し郡という地方行政単
位では適切でなく,人口10万人という単位で別に保健所
区域を設定したことである｡基本的サービスとしては,
母子衛生,衛生統計,衛生試験,歯科衛生,栄養,食品
及び獣疫衛生,衛生教育,防疫,医務,性病予防,結核
予防 (診断と治療)を担った｡またこれらの機能を実施
するために,専門職の保健婦以外にも,医師,歯科医師,
衛生獣医師,環境衛生監視員,栄養士,医療ソーシャル･
ワーカー,診療放射線技師,その他の職員を置くことが
規定された｡保健所に置かれた医務係は,防疫機能を区
域内の医療施設と結合し,医療機関が医療法で規定され
た最低基準を維持しているかを監碗する責務を負った｡
医療社会事業係は,管内の保健 ･医療 ･福祉 ･社会保障
の機能を統合的に実施する責務を負った｡このような充
実した内容の保健所は,モデル保健所として昭和23年ま
でに全国で46カ所つくられた｡理念の上では今日の少子
高齢社会に求められている保健福祉の連携の理念に通ず
るものであった｡
戦後復興期は,日本の社会保障制度において画期的な
時期でもあった｡まず,日本国憲法が制定され,さらに
新民法に基づく｢家｣の概念が変わり,男女同権,個人
の基本的人権がうたわれて,新しい家族像が登場した｡
まず ｢福祉3法｣という形で,生活保護法,児童福祉法,
身体障害者福祉法,続いて社会福祉事業法が制定された｡
これらは,当時社会問題化していた,外地からの引揚者,
浮浪児,戦争による障害者対策ということだけにとどま
らず,｢無差別平等｣｢個人主義｣を基調とするGHQの
考えた理想を具現化したものであるともいわれている｡
児童福祉法は,児童福祉の理念を掲げ,措置制度という
戦後の社会福祉サービス拡充の基盤となるシステムを確
立し,母子の健康や障害児の福祉を含めた包括的な法制
度として特筆すべきものであるといえよう｡
(5)高度経済成長期 (昭和30-40年代)
終戦後の日本経済の立ち直りは早く,昭和25年からの
朝鮮戦争の特需により,さらに加速されて,高度経済成
長期に突入した｡それに歩調を合わせるように,戦後の
GHQによって行われた民主化政策の見直しが進んだが,
機関委任事務と補助金に基づく国による地方自治の統制,
特殊法人による国の直轄事業の推進,独占禁止法改正で
企業のグループ化への道を開き,さらに日米安保条約に
より防衛費の負担が少な1(,経済発展へ十分な税の支出
が行われた｡
地方財政力強化を目的に町村合併促進法が制定され,
折からの財政難を背景に町村合併が急速に進んだ｡この
ように地方自治の方からも経済成長の基盤整備が進んだ｡
農地改革により自作農化した人々の労働インセンティ
ブは高まり農業生産力が向上し,資金的にも余裕ができ,
軽トラックなどの機械を購入していく｡また,農業協同
組合が設立され,行政でも水路整備や耕地整理という農
地に投資していく｡このよ`うな保護農政と引き替えに,
農村が日本の保守政党を支える一方で,大きな国内市場
の一つとなった｡一方で,高度成長期の労働力を担った
一つは都会に出た農家の次男,三男といわれる余剰人口
であったが,さらに,多くの若い労働力が都会における
サラリー やンとして働いた｡おりしも労働組合運動の高
まる中,経済成長に見合う賃金を確保し,もう一つの大
きな国内市場を形成していった｡このように日本の社会
構造が急激に大きく変化し,その結果,生活空間の移動
いう言葉に象徴されるような ｢家庭｣概念が誕生し始め
る｡この核家族を取り巻く社会集団としては,戦前の｢親
族｣｢地域｣なるものが徐々に後退し,代わりに,｢学校｣
｢企業｣が登場してきた｡
昭和30年代の社会保障制度は,より安定した国民生活
を獲得するための予防機能に着目したことである｡国民
生活が生活保護レベルまで落ち込まない政策がとられた｡
まず,社会保険関係の法整備が進み,医療保障という面
から,昭和33年には国民健康保険法改由 こより国民皆保
険体制が整備された｡また,所得保障という面からは,
昭和36年には国民年金法の拠出制実施により国民皆年金
体制が達成された｡この国民皆保険制度の整備により,
全国どこでも必要なだけ医療を享受できるようになり,
民間病院の病床数が急速に伸びていった｡昭和36年には
早くも医療費増大から国庫負担が増加し,医療費抑制策
が検討されている｡そのために,以後は診療報酬改正問
題等で ｢厚生省対日本医師会｣という構図が出来上がる｡
しかし,現実には,高度経済成長期の税収の伸びにより
昭和50年代まであまり問題化しなかった｡社会福祉関係
の法整備では,精神薄弱者福祉法,老人福祉法が制定さ
れ,所得によらずハンディキャップを有する者に対する
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施設ケアの道が開かれた｡
公衆衛生分野では,昭和20年代の結核 ･肺炎等の感染
症による死亡が急減し,三大成人病による死亡が増えて
疾病構造の変化が起こり,成人病対策が課題七なった｡
一方で,新しい疾病として,水俣病,イタイイタイ病な
どの公害を含む環境問題がクローズアップされ,サリド
マイド等の薬害が顕在化し,精神障害実態調査が行われ
た｡母子保健関係では,昭和30年森永ヒ素ミルク事件,
昭和36年小児マヒの大流行にソ連から生ワクチン緊急輸
入という事件が起こった｡また,身体障害児･.未熟児に
対する医療費負担の軽減(育成医療,養育医療),障害の
早期発見 ･早期対応を目指した3才児健康診査事業が始
まった｡
保健所は,結核対策と母子保健対策が主であり,精神
保健がようやく保健所事業に位置づけられた｡このよう
な中で,既に昭和32年には行政管理庁監査結果に基づく
保健所改善勧告が行われ,それまでの保健所体制の非効
率性が指摘された｡その結果,昭和35年 ｢保健所運営改
善について｣が出され,保健所型別編成,共同保健計画
が打ち出された｡保健所型別編成により弾力的な予算措
置は行われず,共同保健計画は保健所と市町村が一体と
なって計画的に地域保健対策を推進するというものだが,
行政指導で終わった観がある｡当時,市町村合併が急速
に進んでおり,合併した市町村の保健衛生費は増額され
てはいるが,支出面では汚物処理関係の予算が急増した
ために,対人保健サービスに関する予算は必ずしも潤沢
でなく,保健行政は圧迫されていた｡
昭和40年代は,国民所得が増えた反面,物価も上昇し,
昭和30年代に整備された社会保障の給付水準を大幅に改
善していく改革がなされた｡昭和46年には,児童手当制
度が創設された｡昭和48年は福祉元年とも呼ばれるカ㍉
経済成長優先から福祉優先への転換が図られた｡しかし,
同年秋のオイルショックと狂乱物価に見舞われてからは,
経済は低成長時代に突入した｡
母子保健関係では,昭和40年母子保健法が制定され,
現在の母子保健の体系が出来上がった｡また妊娠中毒症･
妊娠糖尿病への医療扶助,妊産婦 ･乳幼児健診の拡大と
公費負担,育成医療対象疾患の拡大,心身障害発生予防
に関する研究事業,小児難病治療への公費負担等,健診
や治療に対する公費負担と研究事業中心に施策化が進め
られた｡保健所において,乳幼児健診のシステム化が進
み,障害児の早期発見 ･早期対応を目指し,福祉との連
携が進み,保健所 ･児童家庭相談室 ･児童相談所との定
期的な検討会がもたれるようになった｡それとともに乳
幼児の通園施設の整備も進められた｡しかし,予防接種
(5)
-257-
にも多くの時間が割かれた時代である｡なお,予防接種
は,防疫機能として行政が推進していたが,その後の副
反応問題などで,集団接種から個人接種へと代わり,平
成6年には接種義務がはずれた｡
保健所改革に関して,昭和43年｢基幹保健所構想｣,昭
和47年丁保健所問題懇親会基繭報告｣-が出されて,基本
的対人保健サービスの実施は市町村であり,むしろ,保
健所は検診機能を充実させて重装備でより専門的な対応
を行うものとした｡どちらも現場の反対や実現せず,保
健所の機能をどうするかという議論にとどま･り,地域保
健の構造まで踏み込んだ議論がなされなかった｡以後保
健所問題は棚上げされ,保健所関係の補助金は一般交付
税回しになづていった｡一方,市町村では市町村保健サ
ービスを拡大する方向で検討が進められた｡昭和53年｢国
民健康づくり計画｣を期に市町村保健センターを設置し
て国保保健婦を市町村へ移管し,マンパワーと補助金を
市町村へ一元化した｡
･(6)安定成長期 ･(昭和50年代から現在)
二度にわたるオイルショヅクを省エネの技術革新など
で乗り切1り,工業地の大気汚染等の公害も環境庁主導で
企業の設備の改善などの努力と相まって改善された (道
路に関する問題は残されている)｡先進国が深刻な不況に
見舞われている中で,日本は世界第2の経済力と大幅な
国際収支黒字を実現し,国際社会の中で重要な役割を果
たすことを求められるようになった｡また,国内では産
業社会から消費社会への構造変化が見られ,人口の大都
市 ･地方都市集中と女性の社会進出が進んだ｡生活面で
も個性化や価値観の多様化が進んだ｡
この時期には第2次ベビーブーム後の少産傾向が続き,
それまで2前後で安定していた合計特殊出生数が減り始
める一方で,40-74才平均余命の伸びの寄与率が大きく,
平均寿命も右上がり傾向を持続した｡超少産少子時代の
到来と,■本格的な高齢化の進行である｡それに拍車をか
けるように未婚率が上昇し,晩婚化傾向が顕著になった｡
三世代家族はおろか,夫婦と未婚の子を構成員とする
典型的な核家族だけでなく,老人 ･母子 ･父子世帯が増
加して,そこに少子化が加わり,家族はさらにミクロ化
しつつある｡父母の離婚や母がフルタイムで働くことに
伴う母子関係の緊張,企業戦士といわれる父親の長時間
労働や単身赴任による家庭における父親の不在,それら
に起因する育児不安,受験戦争 ･いじめ･不登校に見ら
れる児童のストレスや情緒不安の増大,家庭における老
人介護によるストレスの増大などが社会問題化している｡
このことは,今の家庭には高度経済成長期にマイホーム
主義としてあった精神安定機能が無くなりつつあること
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も意味する｡すなわち,家庭そのものが崩壊の危機に瀕
しているとも考えられる｡
低成長時代では大きな税収を見込めないにも関わらず,
政府が多額の赤字国債を頻発し,財政危機に直面した｡
そこで,政府の最優先課題として行財政改革が出てくる｡
社会保障の給付水準も国際的に見ても高レベルであるに
も関わらず,いまだ生活大国とはいえないが,それすら
も危ぶまれている｡その中で,昭和57年の老人保健法で
老人医療費は各医療保険制度から一定の財源を拠出し,
本人も一部負担するという国民が公平に負担するという
新しいシステムが導入された｡健康保健法改正 (本人1
割負担制導入),年金改革(国民基礎年金導入,2階建年
金)も進められている｡これら改革の視点は,本格的な
高齢社会に突入しても,制度が ｢長期的安定と国民的公
平性｣を維持できることである｡
昭和60年代には高齢者の介護問題がクローズアップさ
れて,高齢社会におけるサービスの質量両面にわたる見
直しが行われた｡平成元年 ｢高齢者保健福祉推進10カ年
戦略 (ゴールドプラン)｣が出され,これに連動して平成
2年に福祉8法の改正が行われ,福祉の基本的サービス
は市町村で行われるようになった｡医療面では2度にわ
たる医療法の改正で日本の医療供給構造の転換を目指し
ており,公衆衛生分野では平成6年地域保健法制定によ
り地域保健サービス供給システムの構造転換を図った｡
以上のように,行財政改革と社会保障制度の長期的安定
と国民の公平負担,生活大国と呼ぶにふさわしいサービ
スの供給という視点から社会保障体系全体の見直しが推
進されていくことになるが,大きく見れば,税金による
公的負担を元にした福祉国家建設から,保険も含めた一
部受益者の自己負担も含めた,自助努力型福祉国家への
転換を意味する｡
一連の公衆衛生分野における動きは,市町村における
サービス供給体制の拡大という視点が見える｡例えば,
市町村保健センターの設置,老人保健法のヘルス事業,
母子保健での1才6カ月健診導入,第 2次国民健康づく
り ｢アクティブ80ヘルスプラン｣等である｡平成元年,
総務庁 ｢保健衛生に関する行政監査結果報告書｣により,
(府県型)保健所も行政改革 ･民活路線で改革が進めら
れることになる｡同年,今後の保健所のあり方をまとめ
た ｢地域保健将来構想報告書｣が出された｡ここでは,
戦後まもない頃にGHQが求めた保健所のあり方の基本
理念と厚生省が従来から構想してきた保健所の機能分担
の考えが色濃く出ているのではないだろうか｡その後,
平成6年地域保健法により,従来の保健所機能強化とい
う視点だけでなく,社会保障体系の中で,国一都道府県-
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保健所一市町村という地域保健サービス供給システムが
法制度として出来上がったといえる｡
【地域保健法.を考え一る視点】
地域保健津が制定された背景には,単に保健 ･福祉の
連携を押し進めるというだけではなく,社会保障制度の
再構築,国の行財政改革,地方分権という大きな流れが
あることは述べた｡全国各地の自治体で保健 ･福祉分野
の機構改革が進んでいるが,この視点はどちらかといえ
ば行財政改革で,地域保健法の基本理念をうまく利用し
ているといえる｡
社会保障制度の中で,従来の概念における公衆衛生の
役割は相対的に小さくなってきた｡社会保障制度といえ
ば公衆衛生 ･医療,福祉,社会保険,年金を意味するが,
これは憲法第25条の生存権,健康権,環境権を保障する
ための制度の一つである｡言い換えれば,国民が幸せに
生きるための制度である｡その時代の要請によりどれに
重点が置かれるかが決定される｡昭和20年代は貧困者の
生活保障と環境改善 ･感染症対策に力点が置かれ,現在
は高齢化社会の到来ということで高齢者が幸せに生きる
ために年金と医療に力点が置かれ,要介護老人の増加が
見込まれるため,その部分を在宅福祉による支援が考え
られているQそのための仕組みづくりがゴールドプラン
である｡日本戦後政治上,いわゆる ｢55年体制｣の終わ
りという政治上の仕組みが変わったのは,一つには国民
生活の変化であり,この時期に,ようやく少子化問題を
取り上げたのがエンジェルプランである｡これも時代の
要請といえるのではないだろうか｡実際には従来の母子
保健があり,老人間題が解決していないので,まだまだ
進んでいない ｡財政面から見れば,社会保障関係費総額
は年々膨れ上がっている一方,生活保護費,保健衛生対
策費が削られ,年金,医療を含む社会保険費がどんどん
増えている｡中でも年金の伸びが,医療のそれを大きく
上回っていまる｡いつの時代も税金を無限に取り立てる
ことは出来ない｡そこで財政再建の名の下に,伸び率の
高い出費に抑制をかけることになる｡医療費が抑制され,
健康保険法,年金法が改正された｡要介護 ｢老人｣問題
を解決するためには,医療でも年金でもこれ以上歳出を
増やせないため,まだ国民の理解を得易い社会福祉でみ
ていこうというのが今の流れである｡医療の中でも,予
防給付や在宅ケアに手厚い診療報酬改正という形で高齢
化社会に備えた仕組みづくりを行いつつある｡厚生省関
係だけでなく,労働省などの他の省庁でも高齢化問題や
健康問題を考え,そのための予算も取っていることも併
せて知っておく必要がある｡以上のことは,国レベルの
西牧,新平:これからの母子保健
歳出の問題である｡
地方自治制度から見れば,国が地方交付税を出し,施
策を行うのが地方自治体であり,補助金行政といわれる
所以である(機関委任事務)｡国で削った予算分,地方の
仕事が減らないので,財政上必要な予算は国から地方へ
徐々に負担がシフトしていくことになる｡保健衛生対策
費は,既に国から地方へほとんどシフトしていたため,
地域保健法は実現可能だったともいえる｡
行政改革の視点のひとつに,公 ･民の役割分担がある｡
公的責任や民営化として論じられることもあるが,民営
化とは ｢民に委託して,公的負担を少なくし,サービス
の多様化を図る｣ということだけでなく,実は問われて
いるのは ｢それでは公の部分は何をするのか｣である｡
保健所での日常業務や新しく入ってくる業務 ･所管する
法律に関して,｢公｣として何を必要としているのかを考
え評価しなければならない｡
【地域保健法と母子保健法改正】
今回の法改正で,市町村権限委譲の一番大きなものが
母子保健である｡しかし,市町村事業として,母子保健
事業の一部,老人保健事業は定着しており.,市町村保健
センターも全国で1000以上の自治体で設置済みである｡
住民に身近な市町村で基本的な保健サービスを提供する
のは当然の流れであるが,母子保健事業の権限委譲の進
み具合は,都道府県でまちまちである｡今,平成9年に
向けて,保健所と市町村との間で議論が行われている｡
市町村の持つべき視点として,次の3つを考える｡
(1)保健事業の視点から
～母子保健法,老人保健法等,法律面から
(2)地方分権の視点から
(3)住民側の視点に立って
市町村 (保健衛生行政担当課,市町村保健センター)
が仕事をしていく上で,その役割は地域社会に根ざした
健康づくりのための基盤整備と総合的な保健福祉医療サ
ービス提供のための基盤整備に集約される｡具体的には,
○健康度向上のために必要なもの･情報を住民が必要
なときにいつでも利用できるような体制をつくる｡
○住民の健康問題に対する関心を惹起させる｡健康教
育等を通じて,住民参加型の衛生行政にする｡行政
マンだけが施策を立案するのでなく,住民からでて
きた健康運動を支援する｡
○乳幼児健診や基本検診等を利用し,住民全体の健康
度をモニターする機構を用意する｡
○子どもの健全育成に投資することはどのような経済
的効果があるか評価する視点を行政組織内に入れる｡
(7)
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○母子保健では,人生のスタートにあたり ｢子どもの
権利条約｣を視野に入れた男女共同参画社会を実現
するためのプログラムの一部を用意する必要がある｡
確かに市町村の抱える問題点として,保健サービスの
経験の不足,マンパワー (特に保健婦の数)の不足,い
わゆる ｢バブル｣崩壊による経済の低迷と財政難 (行革
は以前から),市町村保健センター等,物的基盤が未整備
である市町村の存在,行政区域と生活区域の不一致等が
考えられる｡
しかし,保健行政の中で本来的に市町村に求められる
のは,地方分権の琴点から長期的に見れば,保健衛生の
単なる ｢事業体｣から ｢政策体｣への転換ということに
なる｡財政力のある市町村にとって,保健福祉分野の権
限委譲が行われた今,この分野から真の地方自治を進め
る絶好の機会である｡
【これからの母子保健】
(1)母性対策
(A)母性対策の現状
『母』に関していえば,妊産婦死亡率は先進国に比較
して依然高率である｡しかし出産がほとんど病院で行わ
れる現在,.医療側から提供される母親 (両親)教室 ･妊
産婦健診が充実し,その分野における保健所の果たす役
割は減少した｡妊娠 ･出産の医学的知識の提供だけを目
的としたサービスでなく,地域で孤立する母親の子育て
ネットワークづくりが主目的になっている (今は遊べな
い親子に対する親子教室までも必要となる時代である)0
妊産婦訪問指導も助産婦の高齢化,住民のニーズの低下
により必要性が低くなっている｡
(B)子育て支援の観点
近隣に子供が少なくなり子育てを体験したことのない
若者が増加している｡これは同時に老人の面倒をみたこ
とのない親 (親の代で都会にでて核家族化した)に育て
られた子供たちであるという認識を持つ必要がある｡母
性という切り口だけで見るのではなく,子育てすること
で ｢育児｣だけでなく_r青白｣ができるという観点が大
切であ･る｡そこに,子育て教室 (親子教室)の必要性が
でてくる｡その波及効果として,高齢者対策の地域での
基盤作りにもなると考えられる｡
(C)思春期対策一早期からの父母性育成一
思春期における保健 ･福祉体験学習事業,健全母性育
成事業も,広い意味で健康教育 (人間教育)事業であり,
地域社会が失いつつある機能を公的機関が補完し,学校
を卒業するまでは何度も繰り返すという,スパイラル方
式が必要である｡
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(2)子どもの健全育成対策
(A)対策の塊状 ･視点-
人 間 福 祉 学 科
r子』･に関していえば,現行の母子保健法が出来る以
前は,乳児期の感染症予防･東養改善により乳児死亡率
を下げることが目的であった｡現行の母子保健法は∴疾
病の早期発見 ･早期治療,精神運動発達面からみた障害
の早期発見 -/早期療育を目指し;新生児死亡率 ･'周産期
死亡率の改善を促した.周産期医療の充実で,て'p･周産期の
トラブルからくる問題が少なくなり未熟児訪問 ･新生児I
訪問の意味合いが少なくなってきた｡●また{'医療機関か
ら保健所への事後フォローのための訪問依頼も少なくな
ってきている｡
現行の母子保健法の精神を端的に表すと,｢不幸な子供
の生まれない施策を行う｣ということになろうムすなわ
ち,母子保健施策は心身障害対策の出発点であるとし)う
基本的な認識がある｡そこには,母子保健がもともと児
童福祉行政の一部であったこと'を反映しでかイ福祉｣的
色合いが強い｡乳幼児健診ではスクリーエングきれた児
への援助に主眼がおかれ,医療 ･福祉へつなぐととが目
的になる｡現在の乳幼児健診では,予防水準は2次予防
のレベルでとどまり;保健に力が不足している分だけ,
医療や福祉 r(=れを療育と小 う)再こ過度め期待を如ナる
ことになった｡
(B)今後の方向性一現行事業別一
これからの母子保健に求められるものは,学校保健 ･
職域保健 ･老人保健へつながも‥1次予防レベルの施策で
ることが母子保健の目層である以上,一乳幼児健診 k lt関し
ても,このことを再確認する必要がある. '､
母子栄養健康づくり事業でも,栄養をつけ健康増進を
図るという従来の考え方だけでは,もはや現代に馴奥ま
ない.今は飽食の時代やあり,小児肥満がタロ｣ズアッ
プされ,食品添加物やアレルギーの除去食が問題になrる｡
食生活や食品に関する学問的裏付けのある正しい知識伝
達が必要である｡
小児肥満予防教室 ･アレルギー対策等の事業は,1次
予防的発想からますます重要になると思われる｡確かに
小児成人病の概念は医学的に不明瞭かも知れないし,食
事制限が嶋息予防になるかどうかは医学的古と証明された
ものではない｡しかし住民のニーズは高く,とれらに対
する対策を本当にしようと思え'ば,保健所の生活環境部
門 (食品衛生 ･環境衛生)がなくて は成り立たない.I.
最近では,小児医療の進歩により,慢性疾患を持ちな
がら地域で生活する児への援助 (小児難病対策)が医療
や福祉サイドから求められている｡この･ために保健所医
(8)
師は公衆衛生をベースに医療的専門性 (小児科,内科専
門医など)を持つことが望ましい｡小児肥満予防教室,
アレルギー教室においても同様である｡また,一方で,
心理的なカウンセリングも不可欠であり,′療育における
親の負担は,福祉 ･医療だけでカバーしきれない点も十
分に知る必要がある (障害児を生んだばかりに家族がバ
ラバラになるケースもある)｡小児難病や障善をもつ児を
地域社会全体で支えるべきである｡保健所サイドでいえ
ば,発憩をかえて職点の配置を少し工夫するだけでもダ
ウン症の外来療育も保健所で可能となる｡
乳幼児健全発達支援相談事業は ｢特別クリニック｣な
どという形で,健診でスクリー ニングされた児の事後フ
ォローとしそ小児科医が行うことが多いが,今後は精神
運動発達のフォローだけでなく,･育児相談的要素 (医療
相談ではない)が必要である｡保健所の相談機能強化の
ためにこの事業は非常に重要である｡これを健診にリン
クさせることで,手軽に小児科医 ･心理相談員等の相談
が受けられる機会を作ること.か出来る.
`乳幼児健診は,システム約には完成度が高いであろう｡
しかし,積み残した問題はそのままであり,例えば,質
め高い検診を行う･ための医師の確保の問題 (保健所医師
の専門性,･医師会との関係),就学前までの期間に起こる
問題 (例えば,肥満,小児心身症)に,保健所としてど
う対処するかが問題となる｡実際,3才児健診が乳幼児
健診の総まとめになり,3才以後に子供に起こる問題の
相談は保健所ではなく,福祉事務所の家庭児童相談室 ･
児童相談所に相談されるととが多くなる｡問題を持つ子
供とその親を地域でいかに支えるかを考える時,地域に
ある社会資源を必要な時に利用できるシステムを作り上
げることも重要である｡
児童虐待,小児の事故等,これらのベースに･ある問題
は社会の中で子供を産み育てる環境が保障されていない
というととである｡このような新しく起こった問題に対
し総合的に対処できる機能を持った機関,例えば老人保
健福祉計画における高齢者サービス調整チームのように,
保健 ･医療 ･福祉 ･教育にまたがる∵調整チームのような
公的機関が必要である｡新しい保健所や保健センターに
はこのような機能も要求されている｡
(C)新しい視点
これからの母子保健をより充実したものにするために
はデータ管理が重要になる｡特に,母手保健から学校保
健へのデータの受け渡しは現実の問題である｡施行して
いる行政をモニターしていくシステムは不可欠であり,
母子保健,学校保健,労働安全衛生,老人保健を統合し
たデータ管理を公的機関が担う必要があり,その機能を
西牧,新平:これからの母子保健
保健所に求められないか｡そのために集約化された保健
所にはデータ管理の専門職とデータを評価し施策を企画
立案する医師もしくは保健婦が専門スタアアとして制度
上必要である.また時代めニーズに合ったランチナショ
ップ的な事業を,国の補助金等を利用し積極宇和こ導入しl
ていく姿勢も必要である｡
(D)マンパワー
マンパワーの面から母子保健を見ると,定数条例で必
要なマンパワーが確保出来ていない｡スクラップアンド
ビルトでは,母子保健は後回しになる現状をよく考え直
す必要がある｡
(3)展望
これからの母子保健に求められる▲ものは,今までの母
子保健医療体制の更なる･充実と ｢子どもの健全育成のた
めの生活環境の整備とそのためのあらゆる機会を与える
こと｣｢子育てにも今まで以上に社会保障の手を差し伸べ
ること｣｢子育てを通じて家庭や社会の中で男女同権を実
現していくこと｣が考えられる｡狭義の母子保健にとら
われる必要は全くないので,現在に生きる我々が,子ど
もを対象にして,次の世代を育てていく仕組みを作る必
要がある｡
障害福祉を取り込み,乳幼児健診から一貫性を持った
2･3次予防体系を作る｡それをベースに,0･1次予
防体系をつくり,学校保健へとつな●がり,それが,さら
に成人,老人保健へと展望されるべきではないだろうか｡
そして,市町村におりた地域保健行政は,そのような視
点が求められているのである｡
【おわりに】
･公衆衛生のたどってきた歴史を知り,そしてなぜ地域
保健であるのか.国と地方自治体との関係i理念と現実
(ことに財政)のギャップなど,考えなくては･いけない
問題が残されている｡例えば,国の行政機関が偏る■関東
と関西地区では自ずと地方行政は違っており,あるいは,
政令都市とそうでない市町村,過疎地の進む地区など白.
治体によって抱えている問題は様々である｡地方自治体
はどのように取り組んでいけるのか｡ことに,大阪市で
はどうなっているのか｡
筆者の一人は保健所の現場に所属することで実践をし,
また,筆者の一人は研究機関から援助を行っている｡そ
こで,様々な課題を抱えている母子保健について,実際
の地方自治体での実践のデータを元に,次の論文で述べ
ていきたい｡
【参考文献】
本論文は総説であり,随所に下記の文献を参考にした｡
(9)
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付表.日本における公衆衛生小史
人 間 福 祉 学 科
公衆衛生関係制度 ･法律の動き 関連分野の動き･公衆衛生上の課題
I.r く急性感染症流行時代 ･多産多死から多産少殉時代へ)
明治 元年 従来の漢方に変え西洋医学を採用方針
(1968年)
2年 ドイツ医学採用
5年 文部省医務課
6年 わが国初の衛生法規 ｢医制｣発布
｢医制はすなはち人民の健康を保護し､疾病を療治し､
およびその学を興隆する所以の事務とす｣
医務局長 長与専斉
Gesundheitpflegeを ｢健康の保護｣だけでなく､
それを受け持つ政府組織活動と理解､
｢荘子｣から ｢衛生｣という言葉を引用する
8年 内務省衛生局へ移管､内務省衛生局
府県に衛生事務年報､衛生統計の作成を命じる
明治20年 伝染病予防法
26年 地方衛生行政は警察行政に移管
30年 水道条令
32年 海港検疫法
33年 汚物掃除法･下水道法
(1900年) 汚物処理 ･伝染病防止は市町村の衛生事務
(衛生委員任命､草の根レベルの統治システム)
戸籍 ･埋葬の手続き (人口動態統計システムの整備)
明治40年 瀬予防法
42年 種痘法
人口増加開始
明治初期
人口3500万人
岩倉具視以下48名､欧米視察団
(長与専斎参加)
文明の輸入
コレラ､赤痢､腸チフス､天然痘等､
伝染病も輸入､流行を繰り返す
国家統治機構としての ｢公衆衛生｣の始まり
1
取締的対応が必要 !
乳児死亡率大
全国各地に衛生試験検査施設を設置
1
防疫 ･食品･薬品の取締
感染症の対策 (抗生物質なしの時代)
1
環境整備､患者隔離
※産業 ･軍事 ･鉄道への投資優先
※法律 ･.規則上の近代化進むが､公共投資としての
環境衛生関係施設への投資進まず
(慢性感染症時代 ･多産少殉時代/人口急増期〉
日清 ･日零戦争～第1次世界大戦
産業経済の飛躍的発展
明治末期 (1900)
人口5000万人
出生数32.4､死亡率20.8
平均寿命 :男43.97､女44.85
44年 工場法 (一般労働者に対する社会保険) 工場労働衛生からの ｢公衆衛生｣系譜の始まり
社会間藷解決の手段としての ｢公牢衛生｣
(10)
西牧,新平 :これからの母子保健
付表.日本における公衆衛生小史 (続き)
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公衆衛生関係制度 ･法律の動き 関連分野の動き･公衆衛生上の課題
大正 5年 保健衛生調査会設置 (内務省)
8年 結核予防法､精神病院法､トラホーム予防法
大阪市児童相談所
11年 健康保健法 (ILO勧告に対応)
12年 東京結核予防相談所
小児保健､結核対策を中心とする
各種健康相談所設立
14年 日本公衆保健協会設立
昭和 2年 花柳病予防法
4年 救護法
6年 労働災害救護法
寄生虫予防法 (日本住血吸虫対策)
9年 愛育会設立､愛育班活動
10年 東京市京橋都市保健館 :保健所の前身
(国立公衆衛生院の現地実習機関)
12年 母子保健法 ;地域に密着した保健指導の必要性
保低所法 ;保健衛生調査会の衛生実態調査
急性伝染病から慢性感対生疾患へ移行
(結核､性病､精神病患者､乳児死亡対麗)
公害病発生 (足尾銅山)
世界大恐慌 (大正9年)
関東大震災 (大正12年)
1
回民生活窮迫 :社会問題深刻
聖ルカ病院等スラムで健康相談事業
サンガ-婦人受胎調節
加藤シズエ女史産児調節運動
社会法規が次々成立
世界恐慌始まる
農村恐慌 (医療費負担の増大深刻)
結核死因1位
三大成人病17.6%
戦前公衆衛生体制基盤固まる
国際連盟勧告の第2級センター (人口10万人に対し1カ所と1支所)を念頭におく｡
13年 埼玉県所沢農村保健館
保健看護婦として保健婦活動開始
国立公衆衛生院設立 (ロックフェラー財団の寄付)
厚生省設置 (官最 体力 衛生,予防,社会,労働の5局､
社会事業法､国民健康保険法
15年 国民体力法 (乳幼児の健康診査､保健指導の全国実施)
国民優生法
17年 国民保健指導方策要綱 (妊産婦手帳の創設)
19年 保健所による全国保健指導網完成 (770カ所)
･･･各種保健施設を統合
臨時軍事援護部､保険院)
戦前 :昭和15年
人口7000万人
出生率29.4､死亡率16.5
乳児死亡率100以下
太平洋戟争 ｢健兵養成を目指す人口政策｣
軍隊中心の ｢公衆衛生｣の絶頂期
保健所の基本的機能 ;①衛生教育の推進､②母子衛生相談所､③結核診療所
(ll)
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人 間 福 祉 学 科
公衆衛生関係制度 ･法律の動き 関連分野の動き･公衆衛生上の課題 '●
(終戦後の感染症一時流行 ･戦後ベビーブームとその終点〉
昭和20年 終戦
(1945年) 復員兵､･引き揚げ者の検疫､国内の防疫
21年 新憲法制定
GHQの強力な援助指導
アメリカの公衆衛生の技術移入
憲法第25粂
｢すべての国民は健康で文化的な最低限の生活を営む
権利を有する｡国は全ての生活場面について､社会
福祉､社会保障､及び公衆衛生の向上､及び増進に
努めなければならない｣
厚生省 (衛生 ･医務局のかわりに公衆衛生 ･医務 ･予防の3局設置)
児童家庭局母子衛生課設置
22年 優生保護法改正 (経済的理由による妊娠中絶認める)
保健所で家族計画
保健所法大改正
G･HQ｢保健所拡充強化に舶する覚え書き｣
戦後日本の新しい公衆衛生の系譜の始まり!
第1次ベビーブーム (270万人出生)
平均寿命 男50.06､女53.96
地方自治法 :知事直接公選制と機関委任事務
保健所は公衆衛生の第｢線行政機関として位置づけ;戦後の保健所制度確立
第1条 地方における公衆衛生の向上及び増進を図るため保健所設置
第2粂 保健所の業務内容の規定①～⑫
第3粂 権限の委任;知事より保健所長へ
権限委任､行政庁としての位置づけ
保健所政令市制度 (30市指定)
各都道府県で警察部衛生課が､衛生部局として独立
(地方自治法改正)
食品衛生法､労働基準法､児童福祉法制定
その他各種衛生法規制定
2 3年 母子衛生対策要綱
24年 身体障害者福祉法
2 5年 精神衛生法
モデル保健所 (杉並 ･豊中) :保健所運営指針作成
伝染病予防､結核対策､母子衛生中心
環境衛生業務､啓発普及こ統計業務
が新たに加わる
豊中保健所の三つのアピール
①地域に開かれた保健所 (住民参加型)
②学校保健の重視
③サービス､活動を教育的に展開
戦後10年間 :公衆衛生大発展期
医療供給体制の整備
医事 ･薬事制度の整備
国民健康水準が急速に改善
朝鮮戦争特需ブーム､経済復興へ
社会保障審議会答申 :戟後の社会保障の枠組み規定
※社会保障制度 ;所得保障､医療保障､公衆衛生及び
医療､社会福祉
シャウプ勧告 :地方税制の近代化
(12)
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公衆衛生関係制度 ･法律の動き 関連分野の動き･公衆衛生上の課題
昭和26年 社会福祉事業法
身体障害児の療育指導
27年 日米安保条約､GHQ廃止
清掃法制定
衛生工学を基礎にしたし尿処理施設建設始まる
28年 保健所運営協議会の法定化
29年 厚生年金法保険法全面改正
育成医療
31年 保健所の役割の変化 ;
感染症 (結核､伝染病､寄生虫)対策効果
成人病 ･精神障害対策の必要性
保健所における医師不足深刻化
32年 行政管理庁監査結果に基づく保健所改善勧告
結核死亡率半減､三大成人病死亡24.7%
占領政策の見直し
民生部の統合､経済成長へ国の政策変換
地方自治法改正 :知事監督権の強化､法定部局制
保健婦の人件費補助カットの動き
(交付税回し)
住民参加型環境衛生活動から､投資的施設事業へ
朝鮮戦争特需ブーム去る
地方財政事情悪化
民間企業労働者に公的年金制度整備
~町村合併促進法
市町村数 10444(昭和25年)-3526(昭和35年)
水俣病発見 ;水俣倖健所と絹本大学の協力
四日市大気汚染 ;四日市保健所と県立三重大学
経済白書 ｢もはや戦後は終わった｣
公共投資による社会基盤整備
1
急速な町村合併の進行
経済成長の基盤整備進む
保健所の基準､業務､補助金等の整理及び明確化を指摘
｢公衆衛生はたそがれたか｣､雑誌 ｢公衆衛生｣に載る
33年 未熟児養育医療と保健指導
母子保健センター設置 (市町村)
34年
｢国民健康保険法｣国民皆保険体制の整備
昭和35年
平均寿命男65.32､女70.19
(0-14才の平均余命†)
合計特殊出生率2.00､死亡率7.6
国民年金法
(成人病時代へ ･少産少子傾向と高齢化)
昭和35年 ｢保健所運営改善について｣ 池田首相､高度経済成長 ･所得倍増計画
(厚生省事務次官通知) 医療金融公庫 ;私的医療機関増大に寄与
保健所型別編成 ;人口密度と産業構造で国庫負担金を分配
共同保健計画 ;対人保健サービスを一部市町村へ ※埼玉県羽生市千代田地区の10カ年計画の
健康農村建設プロジェクト
(国保保健施設)
精神薄弱者福祉法
家族計画特別普及事業 (市町村)
コミiニティ･アプローチの方法論が定式化
地区把握-地区診断-共同保健計画
戦後の地区組織活動による環境衛生の時代
の終鳶と対人保健サービスの強化の方向性
(13)
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人 間 福 祉 学 科
公衆衛生関係制度 ･法律の動き 関連分野の動き･公衆衛生上の課題
昭和36年 新生児訪問指導､3才児健康診査
結核予防法改正●
(枯枝患者管理制度､命令入所制度制定)
37年 公衆衛生教育制度研究協議会
(野辺地レポート)
38年 老人福祉法
39年 保健所関係の補助金の整理合理化
妊娠中毒症医療援助と保健指導 .
児童局から児童家庭局へ
40年 母子保健法制定､母子栄養強化対策 (市町村)
精神衛生法改正 (保他所業務に精神衛生追加)
42年 公害対策基本法
43年 基幹保健所構想 (厚生省保健所課)
人口50-80万人の保健所群で基幹保健所設置
対物業務を集中化し､対人業務は市町村へ
母子保健推進員制度創設
育成医療 (先天性内戚障害にも拡大)
妊産婦糖尿病医療援助と保健指導
先天性代謝異常医療援助
44年 妊産婦健康診査の公費負担制度
乳幼児精密健康診査制度
昭和45年 心身障害者対策基本法
(1970年) 妊婦 ･乳幼児健康診査の拡大
母子保健推進会議の設置
46年 心身障害の発生予防に関する総合的研究
小児がん治療研究 (医療費の公費負担)
国民年金法全面実施 ;国民皆保健 ･皆年金達成
ナ予防から治療へシフト
医療費の増大､国庫負担の増加
-政府の医療費抑制策
健康保険の抜本改正 ｢厚生省対日本医師会｣
-税収が年々増加で問題化せず !ヽ
｢公的病床の規制｣医療制度調査会答申
-以後の保健医療行政に影響
医療機関整備は医師会主導の方向へ
医療職種の制度化 (PT,OT,ST等)
包括医療 (予防からリハまで)
高度経済成長期出現
都市化 ･工業化で都市問題 ･公害問題出現
｢革新｣自治体の叢生
※昭和40年前後
保健所問題が厚生省内で活発に議論
財政当局や知事から保健所削減
･;保健所長は医師でなくともよいという意見
住民パワーは､保健所改革に結びつかず !‥
三大成人病死亡50.7%
※以後､公害環境行政が公衆衛生から分化発展する
ことになり､公害健康被害 ･環境基準の決定など
欧米の公衆衛生の概念とは違った発展を遂げた｡
視点は､保健所業務の見直し
国庫負担保健所職員定数の削減進む
東京都老人医療費無料化 (美濃部知事)
万国博覧会 (大阪､1970年)
昭和45年
平均寿命 ;男69.31､女74.66
70才以上高齢者4.2､出生数18.8､死亡率6.9
環境庁発足
第2次ぺど-ブーム (1971-74年)
(14)
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公衆衛生関係制度 ･法律の動き 関連分野の動き･公衆衛生上の課題
昭和47年 難病対策大綱
保健所問題懇親会基調報告
地区保健センター･地域保健センター
広域地域保健センタ二を設置
日本医師会 ｢地域医療検討会｣報告書
- ｢保健所の役割は終わった｣
小規模で頻度の高い対人サービスは計画的に市町村へ委譲
視点は､地域保健対策の抜本的改善策の提言
市町村と保健所の関係を明確化
慢性腎炎､ネフローゼ､小児鳴息の公費負担
育成医療 (後天性一山気息､腎不全追加)
PCB､農薬による母乳汚染疫学調査研究
48年 保健所業務の効率的運用に関する嘩合的研究報告
(村中研究班)
乳児健康診査の公費負担
(妊婦､乳児の健康診査の所得制限撤廃)
母子保健地域組織育成事業の推進 (市町村)
福祉元年
健康保険法等改正法-医療費の自己負担を少なく
国民年金法等改正法-スライド制導入
老人福祉法-老人医療費の無料化
革新自治体が政策誘導､保守勢力の退潮
-老人パワーを無視できない
高度経済成長で財源が担保
-老人のケアは病院でという風潮
第1次オイルショック
経済成長に急ブレー キ､税収不足
歳入の不足を国債で賄う (赤字国債)
二転､経済は低成長時代へ !
49年 地域保健医療計画策定委員会 ;圏域 (報告の地域レベル)設定の方法論検討
人口10万人という保健所圏域では小さく､広域市町村圏が適当
-60年医療法改正の圏域策定の基礎になった調査
小児慢性特定疾患治療研究事業 (公費負担制度)
50年 高木プロジェクト;急増する老人医療費問題検討開始
母子保健 ･健全育成住民会議
52年 1才6カ月児健康診査開始 (市町村)
先天性代謝異常症マススクリー ニング実施
遺伝相談事業への助成､母子保健指導事業の創設
市町村母子保健指導事業のメニュー化
53年 第1次国民健康づくり計画
全生涯を通じた健康教育や検診体制づくり
市町村保健センター設置
;市町村を中心とした保健サービスの充実強化
国保保健婦の市町村移管
;マンパワーと補助金を市町村の衛生行政へ一元化
※老齢人口が21世紀に急増することが意識
され始め､国保が昭和40年代に赤字になり､
国庫からの繰り入れが2兆円となる｡
く高齢化への準備〉
WHO｢アルマ･アタ宣言｣
HealthforallbytheYear2000.
Primaryhealthcareの重要性
※老人医療の根本的解決はプライマリ-･ヘルス
ケアが地域に普及し､健康づくり､リハビリテ
ーションを優先することが大切という認識
(沢内村､八千穂村がモデル)
※保健所問題は議論にのぼらず
-保健所は厚生省の動きについて行けず
(15)
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人 間 福 祉 学 科
公衆衛生関係制度 ･法律の動き 関連分野の動き･公衆衛生上の課題
昭和54年 総合母子保健センター整備
マススクリー ニング (クレチン症追加)
妊婦健康診査内容の充実
昭和55年 母子緊急医療の充実､特殊ミルク共同安全開発事業
(1980年)
56年
57年 老人保健法
主｢老人医療費の財源手当 (国民で公平に負担)｣+
-老人福祉法の中の老人検診や老人医療費等が
衛生関係法に一本化､.実施主体を市町村へ､
定数条例の中､保健婦のみ増員
公衆衛生局老人保健部設置
58年 保健所運営費補助金を交付税化
衛生3局の組織改革l
(健康政策 ･保健医療 ･生活衛生局)
｢公衆衛生｣という文字が厚生省組織から消える!
く超少産化時代へ〉
未婚率急上昇､晩婚化顕著
昭和55年
平均寿命男73.75､女78.76
40-74才の平均余命†
70才以上高齢者9.1% こ1
出生率13.6､死亡率6.2
三大成人病死亡
61.9%
第2次臨時行政制度調査会第1㌧次報告
医療費の適正イ出旨摘
赤字国債解消は政府の財政支出削減が必要
財政再建 ･行政改革 ･民営化がキーワード
｢ヘルス事業｣
※成人病対策の変化 ･∴
昭和30年代の2次予防のみ (検診中心主義)
から､1-3次の包括予防へ !･
マイナスシーリングの中､ヘルス事業は年々予算増
健康保険法改正
(本人1割負担等､国保に退職者医療制度創設)
医療 ･福祉 ･保険等の費用負担制度と結びついた領域が飛躍的に拡大
-保健所を中心とする公衆衛生からの変質
マススクリー ニング (神経芽細胞月鎚 カロ)
健全母性育成事業､周産期医療施設整備事業
59年 市町村保健婦補助金を交付税化
B型肝炎母子感染防止事業
60年 老人保健法改正
加入者按分率の引き上げ､自己負担の増加
老健施設の創設
62年 保健所開設50周年
地域保健将来構想検討会設置
精神衛生法改正 (精神保健法として翌年施行)
1才6カ月児健診に精密健診追加
医療法改正 (病院病床の規制､医療計画の法定化)●
※2次医療圏設定 ;広域市町村圏とする
(2次保健圏は､人口30-50万人)
年金法の改正 (基礎年金の導入､公的年金制度)
長寿社会対策大綱 (閣議決定)
保健､医療､福祉､所得保障､雇用､
生涯学習､住宅､研究開発等網羅 !
国民医療総合対策本部の中間報告●
;老人医療や長期入院､大学病院医療の見直し
患者の立場に立った医療とは?
63年 大臣官房に老人保健福祉部設置
※国の負担による福祉国家への考えの揺らぎ!!-自助努力型福祉国家への選択
第2次国民健康づくり対策 ｢アクティブ80ヘルスプラン｣
マススクリー ニング (先天性副腎皮質過形成追加)
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公衆衛生関係制度 ･法律の動き 関連分野の動き･公衆衛生上の課題
平成 元年 総務庁 ｢保健衛生に関する行政監査結果報告書｣ ゴールドプラン (厚生､大歳､自治3大臣合意)
(1989年) -行革 ･民活路線
民間機関と並んで実施件数で活動評価
思春期クリニック事業
｢地域保健将来構想報告書｣
Ⅰ､地域保健を取りまく背景及び将来的乱点
背景
①高齢化社会の到来
②疾病構造の変化
③ニーズの多様化 ･高度化
④民活導入型社会
⑤情報化 ･国際化の進展
⑥医療費の増大
⑦生活環境問題の多様化
Ⅱ､地域保健の将来像
保健福祉医療サービスの統合的供給体制の確立が
国策の大きな柱になる
都道府県保健医療計画策定 日
寝たきり老人 ･痴呆老人の増大
将来的視点
①包括医療の進展-誰がするのか?-
②公的 ･私的サービスの連携強化 (民活導入)
③保健医療情報システムゐ確立
④健康づくりと相談機能
①包括医療の推進とサービスの質の確保
2次医療圏における地域包括保健総合戟略の拠点
地域保健医療情報システムのセンターとしての保健所
S60医療法改正による都道府県保健医療計画と地域保健のリンク
(地域特性を反映した各府県独自の計画づくりを目指す)
教育 ･研修制度の拡充 (地域保健担当者､地域ボランティア対象)
総合評価機構の構築､そのための保健所等のネットワークの活用
②保健 ･医療 ･福祉の連携強化
保健所と福祉事務所の連携 (保健所の総合窓口化)
在宅夏療 ･在宅ケアの先駆的モデル事業の推進
③新しい公衆衛生活動の展開
地域住民の取り組み意識の高揚､組織づくりの活性化
Ⅲ､保健所の新たな機能分担
地域保健活動の総合戟略の技術的拠点としての保健所I
(｢特定保健所｣と ｢一般保健所｣を区別)
地域保健の将来像①に示された機能+対物保健サービスの集約
Ⅳ､保健所政令市制度
保健所政令市制度の推進 (人口30万人以上)
基礎自治体が対人保健サービスに対する責任をどのように果たすかを占うモデルの位置付け
V､市町村における体制について
市町村保健センターは､ ｢保健 ･福祉総合サービスセンター｣
市町村保健センターの位置づけの変化
※基幹保健所と特定保健所の違い
Ⅵ､保健所長の役割と国民健康づくり計画
(17)
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付表.日本における公衆衛生小史 (続き)
人 間 福 祉 学 科
公衆衛生関係制度 ･法律の動き 関連分野の動き･公衆衛生上の課題
く成人病時代を超えた時代へ･後期高齢者と死亡数増刷
平成 2年 3才児健診視聴覚検査導入
小児肥満 ･思春期教室
地域母子保健特別モデル事業
3年 思春期における保健福祉体験学習事業
乳幼児健全発達支援相談指導事業
周産期救急システムの整備充実 (ドクターカー整備)
4年 プレネイタルビジット事業
病児デイケアパイロット事業
5年 地域保健基本問題研究会報告
障害者基本法
6年 地域陳睡法成立
21世紀福祉ビジョン
病後児デイサービスモデル事業
共働き家庭子育て休日相談支援事業
海外在留邦人に対する母子保健情報の提供事業
7年 精子彬巨健福祉法
平成 9年 地域保健法完全実施 !
(1997年)
平成2年
平均寿命男75.92､女81.9
出生率10.0､死亡率6.7､
老人福祉法等､福祉関係8法の改正Ll
福祉関係権限市町村委譲
地域保健福祉計画順次策定
三大成人病死亡61.3%
後期高齢者の増大
市町村老人保健福祉計画策定
2次医療法改正 ;施設機能の体系化
医療 ･保険 ･年金改革議論進む !
平成5年
合計特殊出生率1.46(史上最低)
平均寿命男76.25､女82.51
75歳以上の平均余命†)
健康保険法給付の改革
公的介護保険の検討
病院機能評価､医薬分業等､医療改革議論進む
(18)
